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　「ホライズン 2020」とは，EU の新成長戦略である「欧州 2020」の一環をなす科学
技術イノベーション政策（補助金）である。EU は「平和の共同体」という発足以来
の目的から，民生用と軍事用の両用としてのデュアルユース（dual use）を厳しく規
制している。他方で，2016 年 12 月に欧州委員会が新たに「欧州防衛基金」設置を提
案し，2017 ～ 2020 年で総額 9000 万ユーロ（約 110 億円）が軍事防衛研究に充当さ
れることになり，2021 年からは年間 5 億ユーロ（約 620 億円）へ増額される予定で
ある。このように軍事研究予算を別に編成するような政策転換の背景にあるのが国際
環境の変化やテロへの対応である。英国国際戦略問題研究所（International Institute 





　EU にとって中国は米国に次ぐ第 2 位の貿易相手国であり，特に輸出シェアが増大
している。また，歴史的な関係としては「戦略的パートナーシップ」を締結した
2003 年に始まるが，当時は中国の軍備近代化は EU にとって脅威とは認識されてい
なかった。その後，2004 年の「共同宣言」，2006 年 12 月の「共同声明」へと続き，
協力関係が強化されていったが，当初 EU は中国を特に経済的なアクターとして重視









中国（2015）の防衛費・防衛研究費の GDP 比率を比較すると，EU は 1.4% と，3.32%
の米国はもちろん，1.64% の中国よりも少ない状況となっている。
2．EU のグローバル戦略とデュアルユース
　 2003 年の欧州安全保障戦略（ソラナ報告）以来，EU は規範的外交戦略を重視し




































































































共有する台湾や ASEAN，特に近年中国との関係が親密化しつつある ASEAN 諸国
との関係強化も課題である。中国の安全保障観は主権国家体制を前提とした「平和共
存」である一方で，経済面では「グローバル経済」，「自由貿易」，「開放性・包摂性」
を共有できる可能性がある。そうしたことから，日本としては台湾，ASEAN 共同体
の現状維持を目標としつつ，引き続き経済分野で中国と協力することは可能であると
思われる。
（文責：小尾　美千代）
